
認定こども園保育所部・ 保育所等利用者負担額(月額)
３歳未満児 ３歳児 ４歳児 ５歳児
保育必要量 保育必要量 保育必要量 保育必要量

階層区分

標準時間 短時間 標準時間 短時間 標準時間 短時間 標準時間 短時間

市民税課税額に応じた階層区分
（ １～10階層）

認定こども園幼稚園部等利用者負担額(月額)
階層区分

３歳児 ４歳児 ５歳児

市民税課税額に応じた階層区分
（ １～５階層）
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西
脇
市
で
は
、
平
成
26
年
8
月

に
「
西
脇
市
就
学
前
教
育
・
保
育

の
推
進
に
関
す
る
基
本
方
針
」
を

策
定
し
ま
し
た
。
今
後
は
法
人
・

民
営
化
に
よ
る
施
設
を
中
心
に
認

定
こ
ど
も
園
化
を
推
進
し
、
3
歳

〜
5
歳
を
対
象
と
し
た
教
育
を
実

施
す
る
な
ど
、
幼
児
期
の
学
校
教

育
や
保
育
、
地
域
の
子
育
て
支
援

の
質
の
向
上
、
量
の
拡
充
を
進
め

て
い
き
ま
す
。

保
育
料
は
ど
う
や
っ
て
決
ま
る
の

　

こ
れ
ま
で
の
保
育
所
保
育
料
は
、

源
泉
徴
収
票
な
ど
の
資
料
で
保
育

料
を
仮
決
定
し
、
市
民
税
決
定
後

に
4
月
分
か
ら
6
月
分
ま
で
の
保

育
料
を
精
算
し
て
い
ま
し
た
。

　

新
年
度
か
ら
は
、
年
度
当
初
と

9
月
に
利
用
者
負
担
額
を
2
度
決

定
し
ま
す
。
所
得
階
層
区
分
の
判

定
は
、
4
月
分
か
ら
8
月
分
ま
で

の
利
用
者
負
担
額
は
平
成
26
年
度

の
市
民
税
で
、
9
月
分
か
ら
翌
年

3
月
分
ま
で
は
平
成
27
年
度
の
市

民
税
で
決
定
し
ま
す
。

　

世
帯
に
よ
っ
て
は
、
平
成
26
年

度
と
平
成
27
年
度
の
市
民
税
の
課

税
状
況
に
よ
り
、
年
度
途
中
で
利

用
者
負
担
額
が
変
わ
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。

１
号
認
定
（
教
育
標
準
時
間
認

定
）
の
利
用
者
負
担
額

　

認
定
こ
ど
も
園
の
幼
稚
園
部
や

他
市
の
私
立
幼
稚
園
を
利
用
す
る

場
合
に
適
用
さ
れ
る
利
用
者
負
担

額
表
を
新
た
に
設
け
ま
す【
表
１
】。

具
体
的
な
利
用
者
負
担
額
は
、
市

立
幼
稚
園
保
育
料
の
水
準
を
基
に

し
て
額
を
設
定
し
ま
す
。

多
子
軽
減
制
度

　

小
学
3
年
生
ま
で
の
兄
、
姉
が

い
る
場
合
、
入
園
し
て
い
る
子
ど

も
が
兄
、
姉
か
ら
数
え
て
2
番
目

な
ら
利
用
者
負
担
額
が
半
額
、
3

番
目
以
降
な
ら
無
料
と
な
り
ま
す
。

２
・
３
号
認
定
（
保
育
認
定
）
の

利
用
者
負
担
額

　

認
定
こ
ど
も
園
保
育
所
部
や
保

育
所
な
ど
を
利
用
す
る
場
合
に
適

用
さ
れ
る
利
用
者
負
担
額
表
を
新

た
に
設
け
ま
す【
表
2
】。
具
体
的

な
利
用
者
負
担
額
は
現
行
の
保
育

料
の
水
準
を
基
に
し
て
額
を
設
定

し
ま
す
。
ま
た
、
利
用
者
負
担
額

の
算
定
は
、
次
の
よ
う
な
取
り
扱

い
と
な
り
ま
す
。

①
年
齢
区
分

　

3
歳
未
満
児
（
3
号
認
定
）
と

3
・
4
・
5
歳
児（
2
号
認
定
）

②
所
得
階
層
区
分

　

世
帯
の
市
民
税
を
基
に
判
定

③
保
護
者
の
就
労
状
況
等
の
区
分

・
保
育
標
準
時
間

　

１
日
最
大
11
時
間
の
中
で
必
要

と
な
る
保
育
時
間

・
保
育
短
時
間

　

１
日
最
大
8
時
間
の
中
で
必
要

と
な
る
保
育
時
間

④
多
子
軽
減
制
度

　

第
2
子
が
半
額
、
第
3
子
以
降

は
無
料

⑤
母
子
・
父
子
世
帯
等
の
利
用
者

　

2
階
層
か
ら
4
階
層
に
お
い
て

軽
減
制
度
を
設
定

【
用
語
解
説
】1
号
認
定
＝
子
ど
も
が
満
3
歳

以
上
で
教
育
を
希
望
す
る
▽
2
号
認
定
＝
子

ど
も
が
満
3
歳
以
上
で
保
育
所
等
で
の
保
育

を
希
望
す
る
▽
3
号
認
定
＝
子
ど
も
が
満
3

歳
未
満
で
保
育
所
等
で
の
保
育
を
希
望
す
る

　

市
で
は
、
4
月
1
日
付
け
で
機

構
改
革
を
行
い
ま
す
。
こ
れ
ま
で

5
部
22
課
室
の
組
織
で
あ
っ
た
も

の
を
7
部
22
課
と
し
ま
す
。

　

社
会
経
済
情
勢
の
変
化
へ
の
対

応
、
市
民
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
施
策

の
総
合
的
か
つ
機
動
的
な
展
開
、

市
民
の
皆
さ
ん
に
分
か
り
や
す
く
、

よ
り
効
果
的
な
組
織
運
営
を
実
現

す
る
た
め
の
組
織
体
制
を
構
築
し

ま
す
。

【
新
し
く
設
置
す
る
部
署
】

・
次
世
代
創
生
課

　

重
要
施
策
や
人
口
急
減
・
超
高

齢
化
と
い
う
直
面
す
る
大
き
な
課

題
等
に
対
し
て
効
果
的
・
効
率
的

に
取
り
組
む
た
め
に
設
置
し
ま
す
。

・
用
地
地
籍
課

　

長
期
事
業
で
あ
る
地
籍
調
査
を

効
率
的
に
行
う
た
め
に
設
置
し
ま

す
。

【
統
合
す
る
部
署
】

・
総
合
企
画
課

　

企
画
政
策
課
と
情
報
政
策
課
を

統
合
し
ま
す
。

・
財
政
課

　

行
政
経
営
室
と
財
政
課
を
統
合

し
、
総
務
部
か
ら
都
市
経
営
部
へ

移
管
し
ま
す
。

・
土
木
課

　

建
設
総
務
課
と
地
域
整
備
課
を

統
合
し
ま
す
。

【
再
編
す
る
部
署
】

・
環
境
課

　

生
活
環
境
課
の
環
境
衛
生
業
務

を
行
い
、
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
や
施

策
を
効
果
的
・
効
率
的
に
推
進
す

る
た
め
設
置
し
ま
す
。

・
防
災
安
全
課

　

防
災
対
策
課
と
生
活
環
境
課
の

消
費
生
活
、
交
通
対
策
、
防
犯
対

策
な
ど
生
活
安
全
業
務
を
統
合
し
、

危
機
管
理
体
制
の
充
実
、
強
化
を

図
る
た
め
設
置
し
ま
す
。

【
分
割
す
る
部
署
】

・
市
民
課
を
戸
籍
住
民
課
と
保
険

医
療
課
の
2
課
に
分
割
し
ま
す
。

【
名
称
を
変
更
す
る
部
署
】

・
福
祉
総
務
課
を
社
会
福
祉
課
に

変
更
し
ま
す
。

・
児
童
福
祉
課
を
こ
ど
も
福
祉
課

に
変
更
し
ま
す
。

＊　
　

＊　
　

＊

　

各
部
署
の
業
務
等
の
詳
細
は
、

4
月
号
で
お
伝
え
す
る
予
定
で
す
。

■
問
合
せ　

総
務
課
事
務
管
理
担

当
（
市
役
所
内
線
2
1
5
）

４
月
か
ら
市
の
組
織
が
変
わ
り
ま
す

■災害時に最も大切なのは「自助」
　阪神淡路大震災時には多くの人が自力で脱出（自助）
し、その後、住民が力を合わせて救助活動（共助）を行
った結果、多くの命が助かりました。まずはしっかり自
分の命を守りましょう。そのためには、日ごろから防災
マップで避難場所を確認し、避難経路に危険な場所がな
いかを把握しておくことが大切です。
■３秒、３分、３時間、３日の対応が重要
　地震発生から３秒は直ちに身を守る行動をとり、３分
経つと少し落ち着くので周りの人を助けましょう。３時
間をめどに助け合いながら避難し、公助が実施されるま

での３日間は自らの備蓄で自活しましょう。
■現場の経験から…教訓として
　避難所では子どもたち、お年寄りや体の不自由な方へ
の配慮を忘れず、現場のニーズをしっかりと把握しなけ
ればなりません。話をすることが被災者のストレス発散
にもつながります。
■頑張りすぎない
　自分の命は自分で守り、無事ならしっかりと助け合う。
ただし、無理は禁物で、自身も被災者であることから悲
しいときや疲れているときはしっかりと休みましょう。
周りの人がつらい状況に気付いてあげることが大切です。

防災・減災のためにできること

　平成27年４月からの子ども・子育て支援新制度の施行に伴って、認定
こども園・保育所等の利用者負担額（保育料）の仕組みが変わります。
■問合せ　児童福祉課（市役所内線570）

認定こども園・保育所

利用者負担額の算定方法が変わります利用者負担額の算定方法が変わります利用者負担額の算定方法が変わります

　日本国内では、局地的集中豪雨や台風の襲来などの自然災害で、毎年大き
な被害が発生しています。西脇市でもたびたび水害による被害を受けており、
日ごろから防災・減災意識を持つことが大切です。そこで、さまざまな災害
現場で活動されている陸上自衛隊の大谷進一郎三等陸佐をお招きし、「防
災・減災のためにできること」と題して講演いただきました。

陸上自衛隊の大谷進一郎三等陸佐陸上自衛隊の大谷進一郎三等陸佐陸上自衛隊の大谷進一郎三等陸佐

西脇市の新しい組織（H27.4～）

①４月～６月

これまでは…

◆利用者負担額（保育料）の算定方法◆

①源泉徴収票などの資料により保育料を仮決定
②市民税の決定後に保育料を本算定（４月分から
　６月分までの保育料を精算）

新制度では…

【表１】1号認定（教育標準時間認定）利用者負担額表イメージ

【表２】2・3号認定（保育認定）利用者負担額表イメージ

①前年度の市民税額に基づく利用者負担額
②当年度の市民税額に基づく利用者負担額

②７月～３月

①４月～８月 ②９月～３月

階層区分に応じた利用者負担額（保育料）階層区分に応じた利用者負担額（保育料）階層区分に応じた利用者負担額（保育料）

階層区分に応じた利用者負担額（保育料）階層区分に応じた利用者負担額（保育料）階層区分に応じた利用者負担額（保育料）

次世代創生課
総合企画課
財政課
まちづくり課
秘書広報課
総務課
税務課
社会福祉課
長寿福祉課
こども福祉課
戸籍住民課
保険医療課
健康課
環境課
防災安全課
土木課
用地地籍課
都市住宅課
農林振興課
商工観光課
管理課
工務課

都市経営部

総務部

福祉部

くらし安心部

都市整備部

産業活力再生部

上下水道部

部 課

※そのほか教員委員会等は変更ありません。


